
事前調査の対象に該当しない旨の報告書 石第1号様式

□ □

 注）工事中に特定建築材料を見つけた場合は、事前調査結果報告書を提出すること。

※１　厚労省通知（基発0804第8号）で挙げる「事前調査の対象とならない作業」のうち、どの作業に該当するかを具体的に記載すること。

　　　ただし、「事前調査の対象とならない作業」のいずれの作業にも該当しない場合は、事前調査の対象となるため、本様式による報告は不適当となる。

　　　その場合は、関係法令に則った事前調査を行い、石第2号様式による報告、及び関係法令上必要な手続きを行うこと。

　　　また、過去に調査済であることを理由に事前調査を省略することはできない。過去の調査結果を参考に改めて事前調査を実施し、石第2号様式による

　　　報告等必要な手続きを行うこと。

　　　なお、「事前調査の対象とならない作業」のいずれの作業にも該当せず、事前調査を行わない場合は法令違反となる可能性があるため、調査の要否に

　　　関する詳細は、受注者が責任を持って労働基準監督署等の関係機関に確認すること。

「事前調査の対象とならない作業」に該当することを報告します。

整 理 番 号 契 約 番 号 提 出 日

提 出 先 提 出 者
会 社 名

代 表 者 氏 名

内容（※１）

既存の塗装の上に新たに塗装を塗る作業等、現存する材料等の除去は行わず新たな材料を追加するのみの作業。

　下記の工事は、令和2年8月4日付け基発0804第8号厚生労働省労働基準局通知「石綿障害予防規則等の一部を改正する省令等の施行について」に基づく、

工 事 件 名

監理業務受託者
該当する方に☑ 会 社 名

監理業務受託者の確認 □
あり なし 代 表 者 氏 名

□
除去等を行う材料に石綿が含まれていないことが明らかなものであって、当該材料の除去等を行う時に周囲の材料を損傷させるおそれのない
作業。

□

□
手作業でくぎを打って固定する、又は刺さっている釘を抜く等、石綿が飛散する可能性がほとんどないと考えられる極めて軽微な損傷しか及
ぼさない作業。



石綿使用の有無に関する事前調査結果報告書 石第2号様式

□ □

□ □

□ □ □ □ ）

年 月 日

年 月 日

年

□

□

（ □ □ □ □ ） ）

※　特定工事（含有建材がレベル３（届出非対象）のみ）の場合は一部記載不要。

あり なし 代 表 者 氏 名

講習実施機関の名称

調査の結果
破壊しないと調査できない場所
であって、解体等が始まる前に

確認できなかった場所

特定建築材料の有無

事前調査を行った者及び当該者が
登録規定に基づく講習を受講した

講習実施機関の名称等

解体等を行う施設名称 新宿区立新宿文化センター

契 約 番 号 提 出 日

提 出 先 提 出 者
会 社 名

代 表 者 氏 名

調査を終了した年月日

解体等工事の種類

調査の方法

解体又は改造・補修着手年月日

　大気汚染防止法第18条の15第1項に基づき、解体等工事に係る石綿使用の有無に関する事前調査結果について下記のとおり説明します。

工 事 件 名

監 理 業 務 受 託 者
該当する方に☑ 会 社 名

監理業務受託者の確認 □

整 理 番 号

石綿有又は石綿みなし有（詳細は別紙１のとおり※）

解体 改造・補修

書面 目視 分析 その他（

石綿事前調査結果報告システム
（Gビズ）への登録

□ 済

　　　監督員が指示した場合は、建築物石綿建材マニュアル又は建築物石綿含有建材調査講習等に示されている書類を速やかに提示すること。

一般 特定

一般社団法人企業環境リスク解決機構

氏名

石綿無

備考　工事中に特定建築材料を見つけた場合は、再度、事前調査結果報告書を提出すること。

一戸建て等 その他（

建築物等の着工年



特定粉じん排出（石綿除去）等作業の概要 石第２号様式　別紙１

□ 特定工事（レベル３のみ） □ 届出対象特定工事（レベル１・２含む） ←該当する工事へチェック

（ □ □ 準耐火 □ その他　）

（ □ □ □ □ その他　）

階,

□ ⑴

□ ⑵

□ ⑶

□ ⑷

□ ⑸

□ ⑹

年 月 日 年 月 日

1 ㎡

2 ㎡

3 ㎡

4 ㎡

5 ㎡

6 ㎡

□ □ □ □

※　行が不足する場合は適宜別紙を追加して作成すること。

5

4

吹付け石綿

石綿を含有する保温材

石綿を含有する耐火被覆材

石綿を含有する断熱材

番号 項目

2

3  特定粉じん排出等作業の実施の期間

 特定粉じん排出等作業の種類

 建築物等の概要1

 特定工事の元請業者の現場責任者の氏名及び
 連絡場所

9

 下請負人が特定粉じん排出等作業を実施する
 場合の当該下請負人の現場責任者の氏名及び
 連絡場所

10

6

7

8

 特定粉じん排出等作業の方法が法第18条の19
 各号に掲げる措置を当該各号に定める方法に
 より行うものでないときは、その理由

 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等
 の配置図及び付近の状況

 特定粉じん排出等作業の工程を明示した特定
 工事の工程の概要

内容 根拠条文

 大防法第18条の15第二号ロ

 (大防法規則別表第7)

～令和 令和  大防法第18条の15第二号ハ

建築物等の解体等作業のうち、石綿含有仕上塗材を除去する作業

建築物等の解体等作業のうち、石綿含有成形板等を除去する作業

特定建築材料の事前除去が著しく困難な解体作業

建築物等の改造・補修作業のうち、吹付け石綿及び石綿含有断熱材等に係る作業

建築物等の解体作業のうち、吹付け石綿及び石綿含有断熱材等を除去する作業

建築物等の解体作業のうち、石綿含有断熱材等を除去する作業
（かき落とし、切断、又は破砕以外の方法で特定建築材料を除去するもの）

階数 ㎡）

 大防法第18条の15第二号イ

 大防法第18条の15第二号ニ

 大防法第18条の15第三号ロ

 大防法規則第16条の7第五号 別紙２　のとおり

使用面積

石綿を含有する仕上塗材

石綿を含有する成形板等

使用箇所（※）

 大防法規則第16条の7第四号

 大防法規則第16条の7第四号

 大防法規則第16条の7第五号

 氏名

 連絡先

 氏名

 連絡先

 別紙３　のとおり

大防法規則第16条の7第五号
□建築物□

木造 ＲＣ造 Ｓ造
その他工作物

（地上 階建）地下 延床面積（

耐火

特定建築材料

 特定粉じん排出等作業の
 対象となる建築物等の部分における
 特定建築材料等の種類
 並びにその使用箇所及び使用面積

 特定粉じん排出等作業の方法 その他囲い込み 封じ込め除去



石第２号様式　別紙２

　注）図面が複数必要な場合は適宜別紙を追加して作成すること。

作 成 日

工事件名 作 成 者

特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の配置図及び付近の状況



石第２号様式　別紙３

年 ○○年

特定粉じん排出等作業の工程を明示した特定工事の工程の概要
作 成 日

工事件名 作 成 者

８月 ９月 １０月 １１月 １月

予定

１２月

実績

特記

△△年
備考

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ２月 ３月

実績

特記

予定

実績

特記

予定

予定

実績

特記

予定

実績

特記

予定

実績

特記

予定

実績

特記

予定

実績

特記

予定

実績

特記

予定

実績

特記

予定

実績

特記

注）作業毎に「予定」欄を着色（青）して作業期間を示す。また、完了報告時には、「実績」欄の着色（赤）を行う。なお、報告予定日等の具体的な日付や、その他特記事項があれば「特記」欄に記載する。

予定

実績

特記

予定

実績

特記



特定粉じん排出等作業完了報告書 石第3号様式

□ □

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

特定粉じん排出等作業の種類

実際に行った作業

作業計画に記載した作業

特定建築材料の除去方法等

特定建築材料の使用面積

特定建築材料の使用箇所

特定建築材料の種類

計画と異なる対応を行った場合はその措置内容
（別紙としても可）

令和～

令和

月 日 ）

　４．申し送り事項

年 月 年

完了年月日

日 （令和 年 月

作業の実施期間
令和

　３．特定粉じん排出等作業の完了

確認年月日
※石綿含有建材の取り残しがないこと等を

　　確認した年月日（複数日の場合は期間）。

対象建築物の名称

対象建築物の所在地

　１． 特定粉じん排出等作業の概要

確認者の氏名及び法人名

確認者が受講した登録規定に基づく講習又は石綿作
業主任者技能講習の講習実施機関の名称

※一般社団法人日本アスベスト調査診断協会に登録
された者についてはその旨

令和

　２． 石綿含有建材の取り残しがないこと等の確認

除去等作業を行った者

□ 報告者と同じ（受注者）

令和

氏名または法人名・代表者名（下請業者）
□

日

　特定粉じん排出等作業が完了したので、大気汚染防止法第18条の23に基づき報告します。

工 事 件 名

監理業務受託者
該当する方に☑ 会 社 名

監理業務受託者の確認 □
あり なし 代 表 者 氏 名

提 出 先 提 出 者
会 社 名

代 表 者 氏 名

整 理 番 号 契 約 番 号 提 出 日


